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医工連携、医学部に係る医療機器開発等の取組について①

課
題

取組が進められつつあるものの、以下のような課題もあり、大学全体の組織的取組として、戦略

的に、医工連携等の分野横断の取組、産学連携等を進めていく必要がある。

• 医師の医工連携・医療機器開発への関心が低い（工学者、企業等からの指摘）

• 大学病院の医師が臨床で忙しい（研究の時間が減っている）

• 若手医師の大学院離れ（大学院での教育研究よりも専門医を志向）

• 大学の研究からシーズが生まれてもそれが製品化・事業化につながっていない
（論文で評価される研究者、企業にとっての事業化リスク（死の谷）・・・・）

現
状
と
取
組
例

医療機器開発につながる医工連携・産学連携による研究・人材育成の取組が、各大学の強み
や地域の特色等を活かして、進められつつある。

○学部段階における医療機器等に関する内容

○医工連携による大学院教育の展開例
• 東北大学医工学研究科、東京女子医科大学・早稲田大学共同先端生命医科学専攻

○医工連携・産学連携による研究プロジェクトの例
• 医工連携による最先端研究開発プロジェクトの例

• 筑波大学：ロボットスーツ開発、北海道大学：動体追跡陽子線治療装置 （FIRSTプログラム）

• 大学医学部と地域の企業、研究機関、地方公共団体等が連携した取組例

• 関西イノベーション国際戦略特区（京都大、大阪大、神戸大等）、つくば国際戦略総合特区（筑波大学、北海道大学等）、三
重ライフイノベーション特区（三重大学等）、東九州メディカルバレー構想特区（大分大学、宮崎大学等） （総合特区）

• 大学におけるライフ分野の共同研究・受託研究は、年々増加している。

• 実際に大学発の技術を医工連携・産学連携で製品化した例

• 名古屋大学：超精密手術シミュレータの開発事例、附属病院を中心とした産学官ネットワークの事例

→ｐ5～7

→ｐ８～９

→ｐ10～14

関連データ→ｐ15

関連データ→ｐ15
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今
後
の
対
応

今
後
の
対
応

○各医学部の医工連携・産学連携等の取組促進
• 革新的な研究、医療機器等の開発を行う人材の育成

• 未来医療研究推進人材養成拠点形成事業
→ 医学部・大学院を通じて、企業等と連携し、新たな医療機器等の研究開発でイノベーションを

起こす人材の育成拠点を形成（H25新規事業)

• 大学発の有望な基礎研究成果を実用化につなげる橋渡しの推進
• 橋渡し研究加速ネットワークプログラム

→ 大学等発の有望な基礎研究成果を実用化につなげる橋渡しの推進（Ｈ１９～）

○大学がイノベーションを生み出す機能の強化
• 「理工系人材養成プラン（仮称）」の策定
→ 大学の強みや戦略を踏まえたライフ分野を含む理工系の教育研究組織の再編成・整備を実施

• 国立大学のミッションの再定義（医学、工学分野は先行して実施中）
→ 医工連携、産学連携等の推進を各大学の医学系のミッションの一要素として明確化し取組を促す（国立

大学評価にも反映）

• 国立大学への出資金（平成24年度補正予算：1200億円）を活用し、産業界と一体となって
新産業創出（東大、京大、阪大、東北大）

※ 教育再生実行会議、産業競争力会議（人材育成）における、
「イノベーション人材育成」についての議論を踏まえて対応していく。

事業概要→ｐ16～17

事業概要→ｐ18

産業競争力会議での下村大臣プレゼン→ｐ19～22

医工連携、医学部に係る医療機器開発等の取組について医工連携、医学部に係る医療機器開発等の取組について②
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医学部の各段階における教育・人材育成のイメージ

学部教育

○分野横断的な研究人材の養成
・医工学研究科の設置、医学系大学と工学系大学の連携した大学院の設置など
○シーズをイノベーションにつなげる（橋渡し）人材の育成
・臨床研究のマネジメントやコーディネート等を担うための教育、研究開発の推進と規
制措置等との調和（レギュラトリーサイエンス）に関する教育など

○「医学教育モデル・コア・カリキュラム」に基づき、医師として最低限必要な知識・技
能等を全員が学ぶ
・患者のためによりよい医療を探求する研究マインドの涵養
・医療機器の原理等についての基本的な理解

大学院教育

産学連携のプロジェクト
を通じた人材育成

○研究開発の現場を通じた実践的な人材育成
・産学共同の研究開発プロジェクト等に医師・大学院生等が参加することを通じて、実
践的な研究開発に従事する人材等の育成
（ORT：On the Research Training）

• 学部段階では、医師として必要な資質として研究マインドや医療機器の原理等について学び、大学院では各大
学の特色や強みを活かした教育（分野横断、大学間連携等）が行われている。

• 開発・実用化に向けた教育研究のためには、産業界と連携し、より実践的な人材育成を行うことが必要であり、
様々なプロジェクトが行われている。
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学部教育と医療機器開発

各大学の必修科目の例
○東京大学
１年次「医用工学基礎論」
（医学系と工学系の教員が担当）

○旭川医科大学
２年次「医用機器学」
（放射線科の教員＋工学系の教員が担当）

○千葉大学
２年次「医用工学」ユニット
（医学系の各科の教員が担当）

医学教育モデル・コア・カリキュラム（抜粋）

A 基本事項
４（３）医学研究への志向の涵養
一般目標：生命科学や医療技術の成果を生涯を通じて学び、病院や病態を解明する等の医学研究への志向を涵養する。
到達目標：

４）検索・検出した医学・医療情報から新たな課題・仮説を設定し、解決に向けて科学的研究（臨床研究、疫学研究、生
命科学研究等）に参加することができる。

F 診療の基本
２（６）医用機器と人工臓器
一般目標：医用機器と人工臓器の基本を学ぶ。

到達目標： １）主な医用機器の種類と原理を概説できる。 ２）主な人工臓器の種類と原理を概説できる。

東京大学「医用工学基礎論」
（計１８時間）

1 物理エネルギーの生体作用

2 ME（医用工学）機器の原理と安全

3 人工臓器

4 再生医療工学

5 バイオマテリアル

6 バイオメカニクス

7 バイオメカニクス

8 蛍光イメージングの基礎

9 生体蛍光イメージング

医学・工学の複合領域の教育については、各大学により教育研究の
体制が様々である。なお、独立した科目として「医用工学」の科目を
設けている大学は２４校。（H21全国医学部長病院長会議調べ）
独立した科目を設定していない場合にも、概論や各専門科の講義
の中で基本的な内容は学習している。

札幌医大
旭川医大
福島県立医大
千葉大
東京大
日本大
東京医大
順天堂大
横浜市立大
北里大
東海大
信州大

岐阜大
京都府立大
大阪市立大
鳥取大
広島大
愛媛大
九州大
産業医大
久留米大
長崎大
熊本大
（防衛医科大学校）

独立した「医用工学」の科目
を設けている大学

※医学教育モデル・コア・カリキュラム：医学系の各大学におけるカリキュラ
ム作成の参考となる位置づけの教育内容ガイドライン。卒業時までに学生
が身につけておくべき必須の実践的能力の到達目標を示している。
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医療機器開発等によるイノベーションを進める人材育成＜イメージ＞

医学部
臨床
研修

大学院生

工学部
理学部 等

臨床医
研究マインドの涵養
医療機器等の基本的理解

臨床の現場を経験した医師が大学院進学や研究者になる
ことにより、現場の医療ニーズを研究に反映

教員・研究者

企業の研究開発部門

共同プロジェクトでの研究・人材育成
（On the Research Training)

橋渡し
人材

シーズを実用化につなげる
（橋渡し）人材を育成

ファンディング機関
「目利き」ができる人材
（技術と経営の両方に精通）

投資（資金供与）

企業ニーズを踏まえた
理工系人材育成

共同研究 技術移転

実
用
化
・製
品
化

新しい技術の導入と
社会の調和のために
は人社系の知見も必
要（法務、倫理、・・・）

研究開発の成果を教育に
フィードバック

革新的な医療機器等を開発、実用化していくためには、医学と工学の両方に専門性を持つ人材はも
とより、「目利き」ができる人材や、「橋渡し」ができる人材など、分野横断的な人材育成が必要。
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医工連携による大学院教育の取組例①

東北大学大学院 医工学研究科

【基礎医⼯学コース】
医⼯学の知識と技術を⽤いて医学、⽣物学の基礎の学理を解明するこ
とを⽬的とする。
医⼯学研究者の養成を⾏う。
基本の学理を根底から理解し、発展させ得る充実した基礎教育を⾏う。
世界的レベルの修⼠研究・博⼠研究を展開させることにより世界最⾼
⽔準の研究者となることを期待する。
このため、国際インターンシップ(海外企業等での研修)、国際アイテ
ネラント(海外協定校への遍歴留学)教育などを推進して、実経験と国
際交流のレベルを⾼める。
【臨床医⼯学コース】
⾰新的診断、治療技術の開発を⽬的とする。
前期課程での修了を視野にいれ、学部レベルでの教育との⼀貫性を考
慮しつつ医⼯学の臨床・応⽤レベルでの指導者育成を⽬指す。
基本となる学理を理解し、これを現実の技術に展開する能⼒を涵養す
る。
修⼠研究および博⼠研究においては、隣接する他分野の研究者・技術
者と協⼒関係を構築し学際的研究・開発を主導することができる能⼒
の育成を⽬指す。
我が国医療産業の弱点である世界市場への展開を積極的に担う国際的
⼈材をつくるために、国際インターンシップなどを推進する。
【社会医⼯学コース】
社会医療システムの改⾰の実現を探究することを⽬的とする。
社会⼈再教育および前期課程レベルの基礎教育を通じ、医療をめぐる
広範な社会的問題に対処することにより、医療・医学の根本的刷新を
担う⼈材を育成する。
医⼯学の基本の学理と技術を深く習得するとともに、医療・医⼯学を
とりまく法律、倫理、および社会的問題等についての徹底した理解も
追求する。
医⼯学に関係する各種の社会的資格の取得あるいは官公庁における許
認可・審査業務、管理業務、企業等における各種の許認可、特許等の
申請業務、医療機関の経営管理等への従事も含む進路の多様化を図る。
我が国の社会構成の変化に伴って要請される近隣諸国等との国際交流
を積極的に推進する。

医学と工学の教員からなる独立した医工学研究科を設置。両分野の連携にとどまらず、深く融合させることにより革新的な医学、
工学の発展を目指し、多様な場で活躍する人材の輩出を目指す。 (H20年度～）

8



医工連携による大学院教育の取組例②

東京女子医科大学・早稲田大学 共同先端生命医科学専攻（TWIns)
近接する単科の医科大学と工学部を有する総合大学の長年にわたる連携の実績をもとに、大学院の共同教育課程※を設置。
（H22年度～） ※全分野を通じて初の取組
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10

医工連携・産学連携による研究プロジェクト 取組例

サイバニクス（人・機械・情報の融合）を
活用したロボットスーツの開発

移動する腫瘍を追跡して陽子線
を浴びせる治療装置の開発

内閣府 最先端研究開発支援プログラム（FIRSTプログラム）事例より

中心研究者
山海嘉之
筑波大学大学院教授

研究支援機関
筑波大学

中心研究者

白土博樹 北海道大学大学院医学研究
科教授
共同研究者

平岡真寛 京都大学医学研究科教授
研究支援担当機関

北海道大学

H18大学発ベンチャー・サイバーダイン社
を設立

工学系の研究者を中心に、整形外科、脳神経外
科、リハビリテーション科等と連携
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医工連携・産学連携による取組例 （総合特区（H23~)における例）

東九州メディカルバレー構想特区
（血液･血管医療を中心とした医療産業拠点づくり特区）

大分大学、宮崎大学、立命館アジア太平洋大学、九州保健福祉大学、旭化成クラレ
メディカル㈱、旭化成メディカル㈱、川澄化学工業㈱、メディキット㈱等

つくば国際戦略総合特区
筑波大学、高エネルギー加速器研究機構、原子
力研究機構、北海道大学等

関西イノベーション国際戦略特区
京都大学、大阪大学、神戸大学、武⽥薬品、⽥辺三菱製薬、塩野義製薬、アスビオ
ファーマ、パナソニック、シャープ、ユミコア、住友電⼯等

三重ライフイノベーション特区
三重大学、鈴鹿医療大学等

医学部と他大学・研究機関や地方公共団体、地域の企業等が連携した取組が進められている。
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大学等における共同研究・受託研究の状況

・ライフサイエンス分野における大学等※１への共同研究、受託研究の件数※２は増加している
（H18→23で約3割増） 。
受託研究全体の約４割をライフサイエンスが占める。

（出展） 平成２３年度大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省）

※ 大学「等」＝国公私立大学、高等専門学校、大学共同利用機関
※ データは民間企業、国、独立行政法人、地方公共団体等を相手にしたものの合計 12



 １９８９年から2５年間に及ぶ先駆的な医工連携研究の成果として、CTから患
者の血管を精密に再現した、カテーテル手術のトレーニング用の血管立体モ
デルを、独自の手法により世界で初めて実現し、実用化を行った。

同血管モデルは、独自開発（材料開発を含む）の技術により、血管形状の再
現に加えて、血管組織の物理特性（特に、表面摩擦係数、弾性係数）を再現。
カテーテルの操作感を含め、カテーテル血管内手術を生体に極めて近い状
態で再現できる。（従来の模型や、現在の光造形技術による模型では再現で
きていない）。

名古屋大学
ファイン･バイオメディカル有限会社（名古屋大学発ベンチャー）
藤田保健衛生大学医学部脳神経外科
（財）名古屋産業科学研究所 中部TLO
フジデノロ株式会社 ／ 株式会社八神製作所

事例の概要

機関及び連携機関

⼤学発の技術を医⼯連携・産学連携で製品化し新たな市場形成・拡⼤につなげた例
名古屋⼤学 ⾎管内治療の技術トレーニングのためのテーラーメイド超精密⼿術シミュレータの開発

超精密血管内手術シミュレータEVE

東京大学、京都大学、大阪大学、名古屋大学をはじめとする主要な病院、な
らびにテルモ社、ジョンソン・エンド・ジョンソン社など主要な機器メーカーの多
数に導入され、累積販売はおよそ３億円 （２０１３年度累積黒字化見込み）。
→検問医師試験や、医療機器開発評価、技術トレーニングなど様々な分野で
活用され、各分野での新たな市場形成と拡大に大きく貢献。

 ドイツ、イタリア、アラブ、中国、韓国など、海外へも納入。 製品名 超精密血管立体モデル/超精密血管内手術シミュレータ
実施会社名 ファイン・バイオメディカル有限会社（大学発ベンチャー）
販売開始時期 2005年5月
主な用途 医療技術トレーニング、医療機器評価

市場への貢献

開発した製品・装置等の写真
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中部先端医療開発円環コンソーシアム
（中部7大学病院+1センター間ネットワーク）

中部医療産業化ネットワーク
（中部医療関連企業間ネットワーク）

名古屋大関連病院間ネットワーク
（国内最大級の関連病院ネットワーク）

愛知医科大学
金沢大学
岐阜大学
名古屋市立大学
名古屋大学
藤田保健衛生大学
三重大学
長寿医療研究センター

中部経済産業局
中部経済連合会
名古屋商工会議所
中部医療機器工業協会
行政機関 など

名古屋・中部から新しい医療を世界へ

500床以上の大規模病院が34施設
20,000ベッド以上

広大な臨床研究実施フィールド

産業界シーズと実用化推進アカデミアシーズと共同開発

国内外の研究
機関

その他の
国内外企業

国内外の
大学・病院

PMDA
厚労省

メディカルデバイス産業振興協議会（名
古屋商工会議所）名古屋大学附属病院

先端医療・臨床研究支援センター

新ヘルスケア産業フォーラム

先端医療開発分野における事業化と人材育成を連携して行う連合体

⼤学病院を中⼼とした事例
〜名古屋⼤学 “産学官”による新しい連携スタイルの創出〜

名古屋大作成資料

14



研究人材育成に係る課題

◆専門医志向と、博士号取得志向の状況（臨床研修医アンケートより）

3
2
.
9
%

2
5
.
1
%

・若手医師の志向として、大学院での教育研究（博士号取得）よりも専門医資格の取得の意向が強い。

・国立大学病院における診療時間の増加等により、ほとんどの医師が、研究に従事する時間が減少していると感
じている。

◆国立大学附属病院における教育・研究・診療時間の状況

35.3%
90.9%
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先進的医療イノベーション人材養成事業

【対応】

○ 高度な教育・研究・診療機能を有する大学・大学病院における高質で戦略的な人材養成及び拠点を形成

【内容】

○ 未来医療研究人材養成拠点形成事業（新規） 2,250,000千円

◆地方自治体、公的研究機関、地域医療機関・医師会、他大学、民間企業等と連携の上、地域・社会の将来の医療状況

を見通した、長期的視野に立った人材養成システムを構築 （内訳）＠112,500千円 ×20件

○ がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン 2,100,000千円

◆複数の大学がそれぞれの個性や特色、得意分野を活かしながら相互に連携・補完して教育を活性化し、がん専門医療人養成
のための拠点を構築 （内訳）＠140,000千円 ×15件

背景・課題

対応・内容

政策目標

（平成２４年度予算額：２１億円）
平成２５年度予定額：４４億円

研究拠点形成費等補助金

○ 日本経済再生のため、医療関連分野におけるイノベーションの推進が求められている。また、超高齢社会への移行による疾病構
造や人口動態の変化と、それに伴う医療ニーズの変化に対応するため、新たな医療提供システムの構築が求めら れている。

○ がんは、我が国の死因第一位であり、国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状から、「がん対策基本法」が制
定され、手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識・技能を有する医師その他の医療従 事者の育成
が求められている。

○ これらの我が国が抱える様々な医療課題を解決し、国民に提供する医療水準を向上させるためには、大学における研究マインド
を持った次世代医療人材の養成が必要である。

○ 我が国の医療水準の維持向上
○ 大学の地域医療・社会への貢献による将来の医療不安等の解消 16



民間企業

事業のイメージ図

大 学

●メディカル・イノベーション推進人材を養成
するための教育プログラム・コースを設定
（学部、大学院、臨床研修いずれでも可）

海外の医療関連機関地方自治体

※「事業のイメージ図」はあくまでも例ですので、各大学の自由な発想で優れた事業計画を立案してください。

境界領域の革新的な研究を担う「分野融合
型イノベーション人材の養成」

地域発のイノベーション創出（地域の医療
特性を踏まえた研究等）を担う「地域基盤型
イノベーション人材の養成」

海外武者修行等による国際的に活躍でき
る「グローバル型イノベーション人材の養
成」

（各大学の自由な発
想でご検討ください）

＜アウトプットの例＞

○医学教育のパラダイムシフト
（例）

基礎・臨床教育
↓

基礎・臨床・イノベーション教育

○医療の高度化等に貢献できる人材

○医療関連産業を活性化できる人材

○研究成果を世界展開できる人材

○男女医師のキャリア形成

取組例④取組例① 取組例③取組例②

未来医療研究人材養成拠点形成事業（新規） ～メディカル・イノベーション推進人材の養成～

課題

◇医療の更なる高度化・効率化や治療法が未確立な疾患への対応
◇従来の医学・医療の枠組みでは捉えきれない学際領域のニーズが増大

◇健康・医療の分野は我が国の成長分野として位置づけられており、世界に日本の健
康・医療関連産業を展開して国富の拡大に繋げることが期待

対応
◇各大学が理念や強み、特色、地域性等を活かして、世界の最先
端医療の研究・開発をリードし、その成果を国内外に普及できる実
行力を備えた人材（イノベーションを推進できる人材）を養成

医学部

医学博士
医科学
修士

研究の動機付け・導入教育

後期研修初期研修

医学以外の学部
（工学、農学、情報、経済等）

連
携

臨床研究センター

産学連携推進室

知財管理センター教育に
参加

インテンシブコース

■研究遂行能力修得に関する教育
■研究・開発の実践的な場での教育
■医療イノベーションの実践教育

■学内が一体となった教育体制
■民間等の人材を活用した教育体制
■医学生・男女医師のキャリア教育

教育に
参加

連
携

連
携
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画期的な医薬品・医療機器等を効率的・効果的に国民へ還元することを目指し、大学等発の有望な基礎研究成果の臨床研究・治験への橋渡
しをさらに加速するため、全国７ヶ所の橋渡し研究支援拠点のシーズ育成能力を強化するとともに、恒久的な橋渡し研究支援拠点を確立さ
せることを目的としている。

概 要

橋渡し研究支援拠点

北海道臨床開発機構

東北大学

東京大学

京都大学

大阪大学

九州大学
名古屋大学

橋渡し研究加速ネットワーク

７拠点間のネットワークの構築による研究加速

・治験、先進医療
・企業への知的財産の移転

拠点のシーズ育成機能の強化

臨床試験プロトコル策定支援、知財戦略支援
規制当局対応支援、企業折衝支援 等

橋渡し研究の加速
医療として
実用化

大学等発のシーズ

・医工連携による医療機器
・全く新しい治療法 等
（ウイルス療法、免疫療法、

補充療法等）

基礎研究 前臨床試験 臨床試験

支援シーズ総数：１８０

シーズの実用化や企業への知的財産（特許、技術等）の移転を加速させ、
各拠点における自己収入の確保による、拠点の自立化

実施内容

拠点の運営
・基礎研究成果を臨床へ繋げるために必要な

専門人材の配置及び設備等の基盤整備・強化

ネットワークの構築
・拠点間のネットワーク化によるシーズの実用化

の加速を図る
（被験者リクルート促進体制構築、共同モニタリング体制構築、

拠点リソースの共有化）

シーズ育成機能の強化
・拠点内外のシーズを探索し、途切れない

Ｒ＆Ｄパイプラインを確立する
・様々な開発段階にある優れたシーズを拠点が戦略的に支援

プログラム開始後の実績
（H１９年８月～H２５年１月１日）

計

治験届が受理された医師主導治験 １２

治験届が受理された企業主導治験 ６

企業へライセンスアウト １５

先進医療承認 ７

製造販売承認申請数 ４

製造販売承認 ３

橋渡し研究加速ネットワークプログラム
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１．産業競争力強化のための国立大学改革

○ 大胆なグローバル化、システム改革等を通じて、国内外の優秀な人材を結集。
国立大学の潜在力を最大限引き出し、産業競争力強化を実現。

各大学の改革成果を踏まえ、新たな評価指標を確立し、第3期中期目標期間
（H28～）以降は、運営費交付金の在り方を抜本的に見直し

① 外国人研究者の積極的採用や海外大学の優れた人材を研究室単位で招へい等、
現行制度にとらわれないグローバル化

② 産業競争力に直結する理工系人材の戦略的育成等、イノベーション機能の強化
③ 優秀な若手研究者・外国人を活かす人事給与システム・ガバナンス改革

○ ①～③の改革を一体として、直ちに着手。

・大学や学部の枠を越えた資源再配分・組織再編成・年俸制等のシステム改革等
・国立大学法人評価委員会による改革の進捗状況フォローと大学のＰＤＣＡサイクルを促進
・ガバナンス改革、イノベーション機能強化等のための法改正の検討

19

国立大学改革プランの策定＜今夏予定＞

H25.4.23産業競争力会議
下村文科大臣プレゼン



戦略①

 人材・システムのグロー
バル化により、世界トップ
レベルの拠点を形成

・秋入学、外国人積極的採用、英語によ
る授業（東大、京大、九大）等、抜本的
全学改革が始動

・外国人や海外の大学でPh.Dを取得した
研究者の積極的採用、研究室単位で
招へい等、現行制度の枠を越えて強力
に推進し、世界トップレベルの知的拠点
（ハブ）へ

 世界大学ランキングトップ
100に10校、国際的存在
感を増大

戦略②

 イノベーション機能を抜本
強化し、未来を見据えた
理工系人材を育成

・産業界との対話により、「理工系人材
育成戦略」を策定。並行して、大学の
強みや戦略を踏まえたライフ分野を含
む理工系の教育研究組織の再編成・
整備を実施（東工大、秋田大等の意
欲的な改革構想を支援）

・大学への出資金（H24年度補正予算：
1200億円）を活用し、産業界と一体と
なって新産業を創出（東大、京大、阪大、
東北大）

 理工系の強化により、10年
で20の大学発新産業を
創出

 人事給与システムを改革
し、優秀な若手研究者・
外国人の活躍の場を拡大

・退職金にとらわれない年俸制、9月勤
務制等の導入を促進することで、常
勤ポストを国内外の優秀な若手研究
者・専門人材に提示し、世界で戦える
人材確保を実現

 人事給与システム改革により、
優秀な若手・外国人に常勤
ポストを提示可能

戦略③

以上の戦略に直ちに着手・国立大学の改革を加速化

～第2期中期目標期間（H22～27年度）の後半3年間（H25～27年度）は改革加速期間～
→ 各大学における教員ポスト、予算、施設・スペース等の学内資源の大胆な再配分や人事給与システムの抜本的な改革を

国立大学改革強化推進補助金（H25予算案：140億円）等により、推進・支援
→ 予算の重点配分に加えて、現行制度の枠を越えた先導的取扱いも検討し、大胆で先駆的な改革を総合的に後押し
→ 国立大学法人評価委員会等の体制を強化し、国立大学改革の進捗状況をきめ細かくフォロー
→ 学内の資源配分（予算・人員配置等）の可視化を促進
→ ガバナンス改革や国立大学のイノベーション機能強化などに関する法改正を検討 20
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イノベーション機能の抜本強化～理工系人材育成戦略～

我が国の産業を牽引し、成長の原動力となる理工系人材を育成するため、各大学の強みや改革意
欲を踏まえた理工系教育研究組織の戦略的再編・整備を推進。

○ 世界の研究開発は産業構造の変化に対応しているが、日本
の研究開発は産業構造の変化に対応できていない。

●理学・工学教育の充実と質保証
●理工系人材の確保

●社会（産業界）との連携／対話の促進

●ガバナンス改革による各大学の強み・特色を生かした充実
／再編成

○ 日本において工学分野における博士号取得者数は、
米・中の増加トレンドに遅れをとっている。

0
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12000
14000
16000
18000

00 01 02 03 04 05 06 07 08

米国

日本

英国

ドイツ

中国

韓国

（年）

（授与数）

研究開発分野の変化 工学博士取得者の推移

その他

○ 技術革新に対応した教育内容／人材育成等に
対する要請

○いわゆる「絶滅危惧学科」の存在など、知識・技術の伝承
が困難な状況

現

状

理工系人材育成の展開方向性

（出典：NSF “science and engineering indicators 2012”）（出典：文部科学省科学技術政策研究所 「電気電子・情報通信分野の領域別動向― 日本と世界のトレンドの差異 ― 」等をもとに作成）

情報通信等の分野の急激な増加
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大学の研究成果を活用した新産業の創出

２．現状

「成長による富の創出」のため、豊富な民間資金、多様な人材、優
れた技術力などの我が国の潜在能力を引き出し、新たな需要や市
場といった社会的価値を創出することが必要。

新たな社会的価値を創出するには、
大学における研究成果の活用が極めて重要

・個々の研究者が研究室単位
で、縦割り。

・新しい社会的価値の創出の
観点からの研究者の組織化
等が不十分。

③大学の組織的取組

１．我が国経済再生への命題

①企業の研究開発(企業の研究開発投資の現状)

・企業の研究の開発
の9割は既存技術の
改良。

・新しいビジネスモデ
ルの伴う価値創造に
結びついていない。

【企業の研究の開発内訳】

第１回 産業競争力会議 配布資料資料５
（経済産業大臣提出資料）

②大学発ベンチャー企業

・大学発ベンチャー
企業が、技術リスク
と事業リスクを乗り越
えて簇生（そうせい）
できておらず、価値
創造に結びついて
いない。

平成23年度 大学等における産学連携等実
施状況について（文部科学省）

○ 成長による富の創出のため、国立大学に出資を行い、産学連携等による実用化のための共同研究開発の推進
（平成２４年度補正予算：１，２００億円）

○ 実施状況を踏まえつつ、大学による、大学発ベンチャー支援ファンド等への出資を可能とする制度改正の検討

① 大学の市場破壊的・創造的な研究と、企
業が連携して事業化を図ることにより、新し
い社会的価値を創出。

② 研究成果を活用した大学発ベンチャー企
業等を、資金・マネジメントなど多面的に支
援し、その簇生（そうせい）を図るためのプラッ
トフォーム形成。

③ 研究者の組織化など、
大学としての総合的な研
究力の向上のためのマネ
ジメント改革。

３．対応策
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